
議員提出議案第１号  

 

「要支援者への介護予防給付の従来通りの継続」「特別養護老人ホームへ

の入居を要介護３以上に限定せず従来通りとすること」「利用者負担増の

中止」を求める意見書の提出について  

 

 上記の議案を、亀山市議会会議規則第１３条第１項の規定により、別紙のとお

り提出します。  
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亀山市議会議長 宮 崎 勝 郎 様  

 

 

 

別 紙  

 「要支援者への介護予防給付の従来通りの継続」「特別養護老人ホームへの入

居を要介護３以上に限定せず従来通りとすること」「利用者負担増の中止」

を求める意見書  

 

 



「要支援者への介護予防給付の従来通りの継続」「特別養護老人ホーム

への入居を要介護３以上に限定せず従来通りとすること」「利用者負担

増の中止」を求める意見書  
 

社会保障・税一体改革の一環として、介護保険見直しを検討してきた厚生労

働省は、社会保障審議会介護保険部会で１２月２０日に「介護保険制度見直し

に関する意見」（以下「見直し意見」）をまとめました。その内容は、介護保

険制度の掲げた「介護の社会化」を縮小させ、利用者、ご家族、介護事業所、

労働者、自治体等に大きな負担を負わすものです。  
 給付の抑制を図ることを口実に、「要支援者」を介護保険の給付対象から外  
して市町村が裁量で行う地域支援事業に移行、施設入所を要介護３以上に限定、  
一定以上の所得がある利用者の負担引き上げが盛り込まれています。  
 地域支援事業の財源は一定の範囲内で介護保険財政から支出されるものの、  
事業内容は市町村の裁量とされ、介護にあたる人員や運営の基準もなく、ボラ  
ンティアやＮＰＯなどの「地域力」を活用することになります。しかし、地域  
の受け皿は十分ではなく、市町村との懇談会でも「同じようなサービスは実施  
できない」と行政も認めています。  
 さらに、多くの利用者が訪問介護・通所介護のサービスから外され、報酬が  
下がることになれば、多くの介護事業所の経営は大変困難になることも予想さ  
れ、事業所の縮小・閉鎖、職員の非正規化や賃金の切り下げなどによる介護職  
員の離職がさらに進むことも危惧されます。  
 また、特別養護老人ホームの入居を原則要介護３以上の高齢者に制限すると  
していますが、すでに入所している人が要介護１、２に改善した場合、経過措  
置が過ぎてからは追い出す方針も打ち出されています。介護施設の入居待機者  
は全国で４２万人、そのうち要介護１、２の人は３１％にも上っています。こ  
れでは、要介護１、２の高齢者の行き場所がなく、「介護難民」という事態に  
もなってしまいます。現場の実態とかけ離れた制度改定案はきっぱり撤回すべ  
きです。  
 制度開始以来、介護保険料は改定のたびに上がっており、そのうえ利用料負  
担を上乗せすることは、必要な介護を奪うことに繋がるのではないかと懸念が  
広がっています。国の責任で制度の持続可能性と公平性を確保すべきと考えま  
す。  
 よって、政府におかれては、下記の事項を実現されますよう強く要望いたし

ます。  
 

記  
 
１．要支援者に対する介護予防給付を従来通り継続すること。 
２．特別養護老人ホームへの入居を要介護３以上に限定せず、従来通りとする

こと。  
３．利用者負担を増やさないこと。  
４．介護保険財政に国が責任を持つこと。 



以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。  
 

平成２６年３月２７日  
                       三重県亀山市議会 
 
 
内閣総理大臣   安 倍 晋 三  様  
総 務 大 臣   新 藤 義 孝  様  
財 務 大 臣   麻 生 太 郎  様  
厚生労働大臣   田 村 憲 久  様  
衆 議 院 議 長    伊 吹 文 明  様  
参 議 院 議 長    山 崎 正 昭  様  
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